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株式会社三菱総合研究所、関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社、京

セラ株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、学校法人早稲田大学の６者

は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）が公

募する「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定

化技術開発/電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギーリソース制御技術

開発に向けたフィージビリティスタディ」に応募し、このたび採択されました

のでお知らせいたします。 

 

 昨年度のＮＥＤＯ事業※1において、再生可能エネルギー（以下、「再エネ」と

いう。）の更なる導入を目的とし、先進事例である海外における分散型エネルギ

ーリソース（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ：

以下「ＤＥＲ」という。)の管理・制御方式や関連するサービスの調査を行いま

した。 

その結果、ＤＥＲフレキシビリティ※2 の活用が、再エネの大量導入時におけ

る電力系統の混雑緩和に有効であることを示し、それらを活用するためのシス

テムの必要性や我が国へ適用するための課題等を整理しました※3。 

 

本事業では、昨年度の結果を踏まえ、国内初となる「ＤＥＲフレキシビリテ

ィ活用システム※4」を早期に実現するための課題を抽出し、今後必要な技術開発

項目と実施すべきプロジェクトを検討・整理いたします。 

 

６者は、本事業を通じて、ＤＥＲを最大限活用できる仕組みを実現すること

により、再エネの導入拡大への貢献を目指していきます。 

 

以 上 

 
 



 
 

 
 
 

※1 ＮＥＤＯの調査委託事業である「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世
代電力ネットワーク安定化技術開発／分散型エネルギーリソースの更なる活用に
向けたフィージビリティスタディ」にて、株式会社三菱総合研究所、関西電力送配
電株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、学校法人早稲田大学の４者が調査
を実施。 

（２０２０年６月２９日 お知らせ済み） 
 
※2 発電や負荷の大きさを柔軟に変化させることが可能な能力。欧州等では系統運
用者からの指令等により、需給調整や系統潮流のコントロールに活用されている。 

 
※3 ２０２０年度調査結果（ＮＥＤＯのＨＰ参照） 
 
※4 ＤＥＲフレキシビリティを電力系統の混雑解消等に活用するため、一般送配電
事業者とアグリゲーターを仲介するシステム。ＤＥＲフレキシビリティの調達にお
けるマッチングや制御量の配分、指令の発出等の機能を保有する。 

 

別紙：「電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギーリソース制御技術開発に

向けたフィージビリティスタディ」の概要 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社三菱総合研究所 

〒100－8141 東京都千代田区永田町二丁目 10 番 3 号 

【内容に関するお問い合わせ】 

経営イノベーション本部  

電力・エネルギーグループ 三浦、入江 

メール：info-mri-consulting@ml.mri.co.jp 

【報道機関からのお問い合わせ】 

広報部  

メール：media@mri.co.jp 

 

 

https://www.nedo.go.jp/koubo/AT522_100113.html


別 紙 

 

「電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギーリソース制御技術開発に向けた 

フィージビリティスタディ」の概要 

 

１．事業概要 

我が国で電力系統の混雑を分散型エネルギーリソース（以下、ＤＥＲ）により解

消するための「ＤＥＲフレキシビリティ活用システム（以下、システム）」を早期

に実現するための課題を抽出し、今後必要な技術開発項目と実施すべきプロジェク

トを検討・整理いたします。具体的な実施内容は下記のとおりです。 

 

 国内・海外調査 

電力系統の混雑を解消するために、国の委員会等で検討が進められているノン

ファーム型接続※1、再給電方式※2等の議論動向を踏まえ、システムを適用するに

あたっての制度・技術課題を整理する。なお、検討にあたっては海外事例を踏

まえつつ整理する。 

 システム要件の整理 

昨年度の調査結果を踏まえつつ、 ＤＥＲフレキシビリティを活用するユースケ

ースの具体化を進め、実現にあたりシステムに求められる要件を整理する。 

 今後必要な技術開発項目と実施すべきプロジェクトの整理 

上記を踏まえて、今後必要な技術開発項目と、実施すべきプロジェクト（実証

事業の内容、スケジュール等）の内容を具体的に検討する。 

 

※1 平常時で電力系統の混雑が生じる場合、発電出力の制御を条件として接続を認める方法。 

※2 電力系統の混雑を解消するため、混雑系統において一般送配電事業者が電源の抑制を指示し、

電源抑制に伴い不足した電力を、他電源による発電にて電力の同時同量を確保する方法。 

 
２．期間 
 ２０２１年７月～２０２２年３月（予定） 
 
３．実施体制 

株式会社三菱総合研究所（幹事法人） 

関西電力株式会社 

関西電力送配電株式会社 

京セラ株式会社 

東京電力パワーグリッド株式会社 

学校法人早稲田大学 

 



＜参考：ＤＥＲの活用イメージ＞ 

ＤＥＲを一元的に管理、調達、運用するシステムを構築し、一般送配電事業者や

アグリゲーター※3と連携しながら、電力系統の運用と協調しＤＥＲを最適に運用す

る。 

 

 

 

※3 ＤＥＲを統合制御し、さまざまなエネルギーサービスを提供する事業者。 

 
以 上 
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